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代表取締役社長 黒田　篤郎 2023年6月19日

　昭和57年 4月　通商産業省入省
　平成23年 8月　経済産業省大臣官房審議官（製造産業局担当）
　 同　24年 2月　内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付）
　 同　26年 7月　経済産業省製造産業局長
　 同　27年 6月　株式会社日本政策金融公庫代表取締役専務取締役
　 同　31年 1月　中小企業庁中小企業政策統括調整官
　令和元年 6月　株式会社日本貿易保険代表取締役社長（現職）

代表取締役副社長 西野　和彦 2023年6月19日

　昭和60年 4月　東京海上火災保険株式会社入社
　平成22年 7月　Tokio Marine Europe Insurance Co.,Ltd. Director&CFO
　 同　25年 7月　東京海上ホールディングス株式会社経理部長　兼　東京海上日動火災保険株式会社経理部長
　 同　29年 4月　東京海上日動あんしん生命保険株式会社取締役
　令和 3年 6月　株式会社日本貿易保険取締役
　 同　 4年 6月　株式会社日本貿易保険常務取締役
　 同　 5年 6月　株式会社日本貿易保険代表取締役副社長（現職）

取締役 石川　和洋 2023年6月19日

　平成 4年 4月　通商産業省入省
   同  13年12月　独立行政法人日本貿易保険
　 同  30年 4月　株式会社日本貿易保険執行役員総務部長
　令和 2年 7月　株式会社日本貿易保険常務執行役員総務部長
   同   3年 4月　株式会社日本貿易保険常務執行役員総務部長（併）人事部長
　 同　 5年 4月　株式会社日本貿易保険常務執行役員人事部長
　 同　 5年 6月　株式会社日本貿易保険取締役（現職）

取締役 本道　和樹 2023年6月19日

　平成 3年 4月　通商産業省入 省
　 同  26年 7月　中小企業庁事業環境部取引課長
　 同  27年 8月　独立行政法人日本貿易保険営業推進室長兼営業第二部次長
　令和元年 7月　内閣府沖縄経済産業部長
　 同　 4年 7月　経済産業省通商政策局特別通商交渉官
　 同　 5年 6月  株式会社日本貿易保険取締役（現職）

取締役（社外取締役） 寺本　秀雄 2023年6月19日

　昭和58年 4月　第一生命保険相互会社入社
　平成28年10月 第一生命ホールディングス株式会社取締役専務執行役員　マーケティング推進本部長
　　　　　　　　　　  第一生命保険株式会社取締役専務執行役員
　 同 29年 4月　第一生命ホールディングス株式会社取締役
　　　　　　　　　　 第一生命保険株式会社　代表取締役副会長執行役員
 　同 29年 4月　株式会社日本貿易保険社外取締役（現職）
　令和 2年 4月  第一生命ホールディングス株式会社取締役副会長執行役員
　 同   3年 4月  第一生命ホールディングス株式会社代表取締役副会長執行役員
　 同　 4年 4月　第一生命ホールディングス株式会社取締役
　 同　 4年 6月　株式会社第一生命経済研究所代表取締役社長（現職）
　 同　 5年 3月　中外製薬株式会社社外取締役（現職）
   同　 5年 6月　株式会社帝国ホテル社外取締役（現職）

監査役 大井　麻理 2023年6月19日

　昭和63年 4月  株式会社富士銀行入行
　平成15年 5月　独立行政法人日本貿易保険
　 同　30年 4月　株式会社日本貿易保険執行役員営業第二部長
　令和元年10月　株式会社日本貿易保険執行役員企画室長
   同   3年 4月　株式会社日本貿易保険執行役員企画部長
　 同　 4年 4月　株式会社日本貿易保険執行役員業務部長
 　同　 5年 6月　株式会社日本貿易保険監査役（現職）

監査役（社外監査役） 松井　智予 2021年6月22日

　平成20年 4月　東北大学大学院法学研究科准教授
　 同　22年 4月　上智大学法科大学院准教授
　 同　28年 4月　上智大学法科大学院教授
   同　29年 4月　株式会社日本貿易保険社外監査役（現職）
  令和 2年 4月　東京大学大学院法学政治学研究科教授（現職）

監査役（社外監査役） 武井　洋一 2022年1月6日

　平成 5年 4月　弁護士登録
　 同  12年 4月　明哲綜合法律事務所（現職）
　 同  15年 6月　日本トムソン株式会社社外監査役
　 同  18年 6月　山崎金属産業株式会社社外監査役（現職）
　 同  22年 6月　新司法試験考査委員（商法）
　 同  25年 6月　日本トムソン株式会社社外取締役（現職）
　令和 2年 6月　大王製紙株式会社社外取締役（現職）
　 同　 4年 1月　株式会社日本貿易保険社外監査役（現職）

※「特殊法人等整理合理化計画」、「公務員制度改革大綱」に基づく公表情報も含まれています。

（2023年6月27日現在）


